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研究成果の概要（和文）：本研究では、災害復興後の被災地で減災教育や観光振興に災害遺構などを活かすため
に産学官民からなる推進協議会の役割、大学や博物館の役割やその連携体制について明らかにすることを目的と
した。結果として、推進協議会の役割は、産学官民の意向を束ねながら社会関係資本を築き、人材育成・情報・
資金調達を調整するエリアマネジメント組織である。大学と博物館関係者の役割は、地域住民の要望を行政職員
へ伝え、学術的な立場から施策を提案することで、その実現を図るコミュニケーターである。以上のことから、
大学や博物館がジオパーク推進協議会と包括連携協定を締結し、学術・教育的に参画する連携体制を提言した。

研究成果の概要（英文）：This study aims to clarify the roles of the promotion council, and its 
partnership with universities and museums in order to promote education on disaster prevention and 
tourism through the community development after recovering from disasters. The study covers geopark 
promotion councils in Japan. The study involved collecting relevant literature and interviewing 
local government officers, researchers, curators, and representatives of nonprofit organizations. 
The results are as follows: 1) the role of the promotion council is an area management organization 
that establishes social capital while orchestrating the opinions of the public and private sectors; 
2) the role of university and museum experts are communicators who convey the requests of local 
residents to mayors and propose measures. The study concluded that universities and museums should 
have a comprehensive partnership agreement with promotion councils and establish a system that 
allows participation in geopark activities.

研究分野： 都市計画・建築計画・博物館学
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図1 ジオパーク推進協議会の機能からみた
大学や博物館の役割と連携体制 

１．研究開始当初の背景 
災害は、地域の自然や文化と密接に結びつ

いている。できるだけ被害を軽減するために
は、自然の脅威や災害の歴史を学び体験でき
る減災教育などソフト面での減災対策を講
じ、減災文化を育成できる官民協働の体制を
整えることが必要である。それでも 2011 年
の東日本大震災のような大災害が起きた場
合、広域的に社会基盤や地場産業が被害を受
けるばかりでなく、風評被害などで長期的に
観光産業に悪影響を及ぼし、そこで住民は生
業を絶たれる場合も少なくない。自然災害で
疲弊した地域経済を回復するには、行政・住
民・民間企業などを巻き込みながら新たなコ
ミュニティをベースにした中間組織(推進協
議会)で地域づくりを推進し、その活動に大
学や博物館を参画させる仕組みを築くこと
が必要である。その試みとして、ジオパーク
やエコミュージアムが日本各地で展開され
ている。 
 
２．研究の目的 
本研究は、災害復興後の被災地で減災教育

や観光振興に災害遺構などを活かすために
産学官民からなる推進協議会の役割、大学や
博物館の役割や連携体制を把握し、推進協議
会がエリアマネジメントを行う際の計画上
の課題について明らかにすることを目的と
した。そして、東日本大震災で被災した三陸
海岸沿の自治体で減災教育と観光振興を図
る三陸海岸ジオパーク構想の具現化に向け
て活動した。 
 
３．研究の方法 
上記の目的を達成するために、先ず、国内

4 地域（糸魚川、島原半島、洞爺湖有珠山、
山陰海岸）のジオパーク推進協議会を取り上
げ、設立の経緯、目的と活動内容、財源、大
学や博物館との関係、産学官民の社会関係資
本の変化を把握した（表 1）。 

表 1 調査対象と課題内容 
調査対象 特徴 課題内容 

糸魚川 単独自

治体型 

設立経緯、目的・活動内容、

財源、大学・博物館との関係 

島原半島 近隣自

治体型 

設立経緯、目的・活動内容、

財源、火山災害遺構の保全・

整備、大学・博物館との関係 

洞爺湖有珠山 近隣自

治体型 

設立経緯、目的・活動内容、

財源、火山災害遺構の保全・

整備、大学・博物館との関係 

山陰海岸 広域行

政型 

設立経緯、目的・活動内容、

財源、震災遺構の保全・整備、

大学・博物館との関係 

三陸 広域行

政型 

設立経緯、目的・活動内容、

財源、震災遺構の保全・整備、

大学・博物館との関係 

次に、東日本大震災の被災地で設立された
三陸ジオパーク推進協議会を調査対象とし
て、設立の経緯と目的、活動内容、震災遺構
の保存と活用、財源、産学官民の社会関係資

本の変化、大学や博物館の役割を捉えた。最
後に、ジオパーク推進協議会と大学や博物館
との連携体制のあり方を提言した。 
調査は、2012 年からジオパークの関連文献

を収集し、5 地域のジオパーク活動に携わる
自治体職員・研究者・学芸員・NPO・民間企
業の代表者に聴き取りを行った。 
 
４．研究成果 
災害復興後の被災地で減災教育や観光振

興に災害遺構などを活かすために産学官民
からなる推進協議会の役割、大学や博物館の
役割、推進協議会と大学・博物館との連携体
制は、以下のとおりである。 
(1)推進協議会の役割は、産学官民の考えや
意向を束ねながら社会関係資本を築き、人材
育成・情報・資金調達を調整するエリアマネ
ジメント組織である。 
(2)大学と博物館関係者の役割は、地域住民
の要望を行政職員へ伝え、学術的な立場から
施策を提案することで、その実現を図るコー
ディネーターである。 
(3)ジオパーク推進協議会は、地域内外の
人々と合意形成を図りながら地域全体を方
向付け、行動できる橋渡し型(水平)の社会関
係資本を築くべきである。 
(4)大学や博物館関係者は、権限を行使でき
る行政職員と地域住民をつなげる連結型(垂
直)の社会関係資本を築けるように努めるべ
きである。 
以上のことから推進協議会によりエリア

マネジメントを行う際の計画上の課題は、大
学や博物館がジオパーク推進協議会と包括
連携協定を締結し、学術・教育的に参画する
仕組みを築くことである（図 1）。 

最後に、東日本大震災で被災した三陸海岸
沿の自治体で減災教育と観光振興を図る三
陸海岸ジオパーク構想の具現化に向けて、研
究成果をもとに東日本大震災で被災した岩
手県・青森県・八戸市へ働きかけ、三陸ジオ
パーク推進協議会の設立に貢献し、産学官民
協働による震災復興の活動に拍車がかかっ
た。また、大学や博物館がジオパーク活動に
参画することで、行政区域を越えて学術・教
育的にジオパークの品質が保証されたこと



は、地震・津波・噴火など自然災害が多い日
本の他の地域でも実現可能であり、意義があ
った。 
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